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“中曽根路線”は“吉田路線”を超えるか？
　増　田　　弘（国際社会学部　教授）

　旧年末NHKと共同通信社より、恒例となった外務省の文書公開への協力依頼があった。今回の目
玉は1980年代半ばの「中曽根康弘首相訪米」と「レーガン米大統領訪日」という触込みであった。
そこで1週間集中して3冊のファイル全体を読み漁った結果、様々な興味深い事実が浮かび上がった。
　まず北米局の「総理を迎える米国の現状」文書（1983.1.12）は、経済・防衛両面で米国の対日不
満は高まっており、「世界第二位の経済力を持つ日本が十分かつ公平な国際責任を果たしていない」
との認識がある、そこで来る中曽根訪米では、①日米信頼関係を強化し、大統領と総理との間で揺る
ぎない日米同盟関係を再確認する、②日本が国際的責任を従来以上に果たしていくとの決意を表明す
る（③④は省略）と提言していた。この時期、ソ連軍のアフガン侵攻以降“米ソ新冷戦”が深化して
いたこと、鈴木善幸前首相が訪米時に「日米安保条約は“軍事同盟”ではない」と発言し、伊東正義
外相辞任に発展するなど米国側から対日不信を生んでいた。このタイミングでの首相訪米であった。
　一方、中曽根は首相就任前から訪米を視野に入れつつ、訪韓を検討していた。密かに瀬島龍三（元
関東軍参謀）をソウルに派遣し、全斗煥大統領側との妥協点を探らせていた。対韓40億ドルの経済
協力取決めを知った外務省側は驚く。また外務省が首相訪米時期を「5月初旬」に設定すると、中曽
根は訪韓直後の「1月訪米」に固執して押し切る。外務省の本音は、中曽根を“短期暫定”首相と軽
視し、有力な安倍晋太郎外相（現首相実父）訪米を優先させようとしていた。マスコミも新内閣を「田
中曽根内閣」とか「政界風見鶏」と揶揄していた。
　はたして日韓関係改善を手土産に訪米した中曽根は、レーガンとの間で日米関係にかつていない「ロ
ンヤス関係」を築き上げる。日本の対米武器技術供与も好感を得て、日米同盟関係は強固となった。
5月のウィリアムズバーグ・サミットでも中曽根の力弁が米欧側の対ソ団結を生み、会議後の写真撮
影ではレーガンと肩を並べて中央に陣取った。いつも片隅にポツンと写る歴代首相とは異なり、英会
話を駆使する姿が印象的であった。他方の「レーガン訪日」文書でも、両者間の絆が増し、貿易摩擦
解消に力を発揮するなど、首脳間外交を現代外交の要諦とする中曽根流が覗える。
　もう一方で中曽根は「戦後政治の総決算」と「自主憲法」を唱え、吉田路線からの離脱を希求した。
それは鳩山一郎を源流とする保守勢力の伝統的な対米自立路線の継承であった。つまり、経済力の拡
充に比重を置いて政治的かつ軍事的役割を軽視した吉田路線を非現実的と見なし、今や世界第二の経
済大国に躍進した日本に見合う政治的かつ軍事的役割を唱えたわけである。しかし世論は中曽根路線
を認めず、吉田路線を正しいと信じた。そして1990年代を迎える。冷戦の終焉は世界を熱狂させたが、
地域紛争は収まらず、中東で湾岸危機・戦争が起こる。そして日本は多国籍軍のために130億ドルを
供与したにもかかわらず、「too little, too late」、「大国としての責任と義務を果たしていない」とバッ
シングを受け、政府も国民も愕然とする。改めて国際貢献の意味を自問自答した結論が、「カンボジ
アPKO」であった。外交文書を通読して、もしも80年代に日本国民が国際的役割を冷静に認識し、
中曽根路線の意義への理解があったならば、との感を深くするのである。



最終講義

最終講義

　去る2016年1月28日午後1時10分より、5102教室
にて26年間を締めくくる最終講義を行った。すでに昨
年10月24日（土）夕刻より私の退職記念パーティが渋
谷のエクセルホテルにて開催されたことに続く、退職セ
レモニーの一環でもあった。それゆえ、通常の日本外交
史受講者に加え、ゼミOGや院生OB・OGや生涯学習
センターの受講生、また教職員の方々まで約200名余が
ご参集してくださった。
　最終講義のテーマはすでに年度初めに「石橋湛山の魅
力とは？」と決定していた。修士論文以来45年間の締めくくりとして、明治・大正・昭和の三時代
にジャーナリスト・エコノミスト・政治家、そして思想家でもあった湛山の実像を明らかにした。総
じて彼の魅力とは、①先見性、②持続性、③思想と行動の一体性にあり、その思想哲学の背後に、①
日蓮宗、②アメリカン・デモクラシー、③プラグマティズムがあり、これをバックボーンとして戦前
は“小日本主義”を、戦後は脱冷戦と“日中米ソ平和同盟”を掲げ、言論弾圧や政治的圧力に屈する
ことなく、その生涯を日本ばかりか世界の平和と発展のために捧げた。そのような偉大な人物との出
会いが私を本職へと導いてくれた。その偶然性に深く感謝する次第である。

　7年間務めた東洋英和での「最終講義」は移民難民論
の最終回の時間を充てた。「強いられた国際移動」の2
つの要因である紛争と貧困を軸に、シリア難民など現代
の難民問題の現状と原因、そして国際社会の対応を概観
し、日本の難民政策にも触れた。普段の授業どおり、パ
ワポと配布資料、OPPO（オッポ＝鳴子）と「突撃イン
タビュー」、B5のコメントの提出をしてもらった。
　約200人の移民難民論の受講生のほか、現役ゼミ生、
ゼミ卒業生、大学院生、さらにミャンマー研修旅行など
に参加した東大生や早大生など約300人が5201教室に集まってくれた。サプライズは、講義の後で、
現役ゼミ生30名ほどが僕の好きな歌キロロの「未来へ」を歌い、思い出の写真が流れる中で感謝の
言葉と花束を贈ってくれたこと。走り続けた7年間、大勢の学生達を思い出して胸が詰まった。
　コメントには「オッポにはビックリしました」、「突撃インタビューが怖かったです」、「分かりやす
い授業でした」、「脱線が沢山あって楽しい授業でした」、「先生の授業は1年から全部履修しました」、

「ペーパーを書く力がつきました」、「国際問題に関心が湧きました」、「自分の生き方を反省しました」
などとあった。
　そんな風に感じてくれたら本望。英和で先生をしてよかったとしみじみ思う。

「石橋湛山の魅力とは？」

「国際的な人の移動と日本の難民問題」

増田　弘（国際社会学部 教授）

滝澤　三郎 （国際社会学部 教授）



最終講義

1月14日開催
コーディネーター：小久保康之（国際社会学部 教授・現代史研究所所長）
パ ネ リ ス ト：増田　　弘・滝澤　三郎・中岡　　望

　21世紀は「9・11国際テロ事件」とともに開幕した。この事件は広くとらえれば“テロ戦争”の開
始を意味し、20世紀までの戦争概念を一変させた。すなわち、国家対国家、国力対国力の武力衝突
といった既成の概念を覆し、国家対非国家、国力対ゲリラなど敵の本体が見えにくい“非対称”的戦
争であり、「いつ・どこで・誰が」襲うかも予測不能な点が根本的に異なる。
　この事件の背後にはハンティントンが推論した「文明間の衝突」があり、グローバリゼーションに
よって加速された“アメリカ文明”と“イスラム文明”との熾烈な争いがある。そこに一つは宗教、
もう一つはナショナリズムが絡むことで事態は一層深刻化している。宗教は神を介して自己を絶対化
することであり、相対的解釈はあり得ない。一方ナショナリズムは感情を主体としており、イデオロ
ギーのような理論体系化されたものではない。したがって21世紀の国際社会は、このような絶対的
価値観と非理性的価値観が同居することで、平和的かつ相対的な交渉を基本とする国家外交による問
題解決を遠ざけ、結局はトップリーダーの決断を不可欠としよう。厳しい国際環境下で安部政権がど
のような舵取りをするかは容易でない。ただ安部首相は一度失敗している。失敗者には転んだ強さが
あり、したたかに政局を乗り切っていくのではなかろうか。 （増田　記）

　大学で担当してきた授業は「マクロ経済学」や「開発
経済学」などの経済学に関連する授業でした。こうした
テーマで最終講義をするのはあまり興味を持てませんで
した。そこで最終講義のテーマに選んだのは「リベラリ
ズム思想の変遷」でした。実は東洋英和女学院大学以外
の大学（国際基督教大学、成蹊大学など）で教えている
授業は「アメリカにおける保守主義とリベラリズム」と
題するテーマです。いつか、このテーマを東洋英和で教
えたいと思っていたのですが、その機会がなく、現在に
至っています。また、ゼミでは「貧困の問題」も取り上げていること、最近のネオリベラリズムの台
頭もあり、最終講義のテーマとして「リベラリズムからネオリベラリズムへの思想的な変遷」を選び
ました。また、経済学の教授でもあり、リベラリズム思想の背景にある経済学の理論的な展開と重ね
合わせることで、現在、私たちが直面している問題を深く理解できるのではないかと考えました。さ
らに、抽象的な理論的展開ではなく、アメリカの政治思想との関連でリベラリズムの持つ経済的、社
会的意味を解説しました。さらに、現在の政治や社会がいかに密接にリベラリズム思想あるいはネオ
リベラリズム思想と深く関わっているかを説明しました。90分という限られた時間での講義となり、
どこまで明確なメッセージを送ることができたか疑問ですが、東洋英和女学院大学での一区切りの授
業になったと思っています。

「21世紀の国際社会のゆくえ」
現代史研究所主催シンポジウム

「経済理論と経済学から見たネオリベラリズム」
中岡　望（国際社会学部 教授）



1 中国
─「一人っ子政策」廃止と中台首脳会談開催─

望月　敏弘（国際社会学部  教授）
　2015年後半においても、中国をめぐる様々
なニュースが国際社会の耳目を集めた。とくに
社会面では、世界第4位の貨物取引量を有する
天津港において、化学物質の入ったコンテナが
大爆発する事故が発生し、多大な犠牲者をだし
た。また、11月末から12月にかけて、首都で
ある北京市が濃いスモッグに覆われ、12月7日、
もっとも深刻なレベルの大気汚染状況を意味す
る「赤色警報」が初めて発令された。
　内政面では、汚職摘発の動きは継続しており、
7月の党政治局会議において、令計画・前党中
央弁公庁主任、郭伯雄・前中央軍事委員会副主
席の党籍剥奪が決定され、刑事責任が追及され
ることになった。両者は、それぞれ胡錦濤、江
沢民に近い有力な政治家であった。9月3日に
は、「中国抗日戦争・対ファシスト戦争勝利70

周年」を記念する軍事パレードを含む式典が行
われ、国威発揚が図られた。習近平国家主席は
中山服姿で演説した後、人民解放軍兵士約1万
2千人を特別車で閲兵し、政権の安定感を内外
にアピールしてみせた。10月下旬には、党の
重要会議である第18期中央委員会第5回総会
が開催され、第13次5か年計画が策定された。
同時に、第２子までの出産を認める緩和策を打
ち出して、「一人っ子政策」を37年ぶりに廃止
することを決めた。
　外交面では、9月下旬、習近平が米国を公式
訪問し首脳会談を行ったが、最大の懸案である
南シナ海スプラトリー諸島での岩礁埋め立て問
題での対立は解けなかった。11月7日、シン
ガポールにおいて、習近平と馬英九による中台
首脳会談が1949年の分断後初めて行われ、「一
つの中国」と「台湾独立反対」の原則が確認さ
れた。総統選挙での台湾の民意を注視したい。

2 韓国
春木　育美（国際社会学部  准教授）

　現代韓国は、日本と同じく少子高齢化の進行
という社会問題に直面している。とりわけ少子
化は日本以上に深刻な状況にある。韓国政府は、
当初は日本の少子化対策を参考にした政策立案
を試みていたが、近年は独自の少子化対策に乗
り出している。
　例えば、少子化対策の一環として重視されて
いるのが、国際結婚家庭への支援策である。
2008年に制定された「多文化家庭支援法」に
基づき、韓国人と結婚した外国人配偶者、およ
びその間に生まれた子どもたちに対する多種多
様なサービスが、手厚い予算措置の下で行われ
ている。2013年からは0歳から5歳児を対象に
した無償保育が実施されている。無償保育の導
入により、子どもを保育施設に預け、働きに出る
母親は増えたことから、女性労働力の拡大には
一定の効果があったという評価もあるが、結果
として保育の質は低下した。
　生産年齢人口の減少に対応するため、中国の
朝鮮族など韓国系外国人の就業を優遇する「訪
問就業制」も実施されている。育児や介護、看
護などのケア労働を、朝鮮族らが担っているこ
とが、結果的に韓国女性の社会進出を下支えし
ている。さらには、国籍法を改正し、高度な技
能を持つ外国人や韓国系外国人の一部に対して
は、限定的に二重国籍を認めるようになった。
　このように韓国の少子化対策は、「子どもを産 

み育てやすい社会の実現」というよりは、女性労 

働力の拡大、外国人労働者の活用といった、少
子化にともなう人口減への対応策に軸足が置か
れている。国際結婚家庭の子どもたちに対する
積極的な支援策も、将来の人材確保につなげる
のが目的である。こうした点が現時点での韓国
の少子化対策の特徴であり、また限界といえる。

地 域 短 信



4 アジア太平洋
─南シナ海をめぐる国際関係─

福田　保（国際社会学部  専任講師）
　2015年10月、米国は南シナ海に駆逐艦を派
遣し、中国が南沙諸島で建設している人工島（ス
ビ礁）から12カイリ内に進入、「航行の自由作
戦」を行った。この米国の作戦は、中国が暗礁
を埋め立てた人工島は国際法において「島」と
は認められず、したがってその12カイリ内も領 

海とはならないことを中国に行動で示すことを
目的としていた。もっとも、12カイリ内であっ
ても、諸国は国際法により無害通航権が認めら
れているため、米国のとった行動は国際法違反
ではない。しかし、中国は1992年に国内で定
めた領海法で、中国領海内を航行する場合は同
国政府の許可が必要と規定しているため、米国
の行動を見過ごすことは同法との齟齬をきたす
こととなる。中国は米国の行動を主権と安全を
脅かす行為であると非難し、同国が緊張を高め
る行動を継続するのであれば、施設建設を加速・
強化せざるを得ないとした。つまり米国の作戦
は、その目的とは反対に、軍事拠点化を進める
口実を中国に与えてしまう可能性がある。
　他方、米中ともに関係悪化は望んでおらず、
両国は軍事的緊張が高まらないよう配慮もして
いる。たとえば、米国の作戦は中国を念頭に置
いたものではあったが、中国のみが対象ではな
いことを示すために、ベトナムが領有権を主張
する海域も航行した。中国も、米国に対する警
告および米艦船の追跡にとどめた。
　日本政府は、米軍の「航行の自由作戦」は国際 

法を順守した行動であることから支持を表明し
たが、今後も継続される予定である同作戦への
参加はないことを述べた。米国は日本に南シナ
海での関与を強めるよう求めており、またフィ
リピンやベトナムも中国抑止の観点から日本の
プレゼンス強化を望んでいる。しかし、日本は
こうした期待に十分応えられているとは言い難
い。同盟国および友好国の期待にいかに応えて
いくかが、日本の今後の課題の一つであろう。

3 東南アジア
─なぜ今、ロヒンギャ難民問題なのか─

石井　香世子（国際社会学部  准教授）
　問題は、なぜそれが今、国際問題として取り
沙汰されるかにある。
　2015年の東南アジア諸国をめぐる主要な国
際問題の一つは、難民問題だった。4月以降、
大量のイスラム系少数民族ロヒンギャ（族）が
ミャンマーから流出し、マレーシア、インドネ
シア、タイなどで命からがら辿り着いたところ
を救出されたり、死体となって発見されたりし
た。こうして「海上には、今なお数千人のロヒ
ンギャが飢餓状態のまま漂流している」とされ
る状況下、5月29日にはタイで関係各国の政
府関係者に日米などオブザーバーを加えて、ロ
ヒンギャ支援の国際会議が開催された。「どん
な国も一国では解決できない」とタイ政府は協
調を呼びかけたが、結局、この会議は物分かれ
に終わった。
　それから間もない7月はじめ、今度はウイグ
ル（族）難民を中国新疆ウイグル自治区に強制
送還したとして、タイが国際社会から非難を浴
びた。非難は国連難民高等弁務官事務所からだ
けでなく、主要な国際人権団体からも発せられ
た。事態は、強制送還されたウイグル（族）が
トルコ系だったとされる背景を受けて、在イス
タンブール・タイ領事館襲撃事件にまで発展し
た。
　もちろん、難民をめぐる痛ましい状況は、決
して放置されてはならない。しかし、東南アジ
アにおける難民流出と人身売買と労働力移動と
が複雑に絡み合った現象と、かれらの人権をめ
ぐる問題は何もいま急に始まったことではな
い。なぜ今、こうしたイスラム系少数民族の難
民問題が国際的に取り沙汰されるのか─そこ
に、難民問題すらも国際政治の道具とならざる
を得ないのではないかという、不安の影が差す
のは否定できない。



6 アフリカ
─石油価格低迷のインパクト─

望月　克哉（国際社会学部  教授）
　国際石油市況の低迷が続いている。2016年
初頭には主要市場での原油先物の取引価格が1

バレル30ドルを割り込み、価格高騰が始まっ
た2003年の水準まで下落した。新興国の景気
後退に伴うエネルギー需要の落ち込みに加え
て、石油輸出国機構（OPEC）をはじめとする
産油国の生産調整が進まず、在庫が積み上がっ
ていることも一因である。
　石油製品を輸入にたよるサハラ以南アフリカ
の国々にとって、価格の下落は外貨節約にもつ
ながり、財政的なメリットは少なくない。しかし 

ながら石油などエネルギー価格の高騰が資源価
格を牽引してきたことも事実であり、天然資源
の輸出をばねにした経済成長を謳歌してきたア
フリカ諸国には悩ましい事態となりつつある。
　なかでもアフリカの産油国は、新年度予算の
ベースが崩れるばかりか、中長期的な経済開発
の見直しをせまられることにもなりかねない。
その典型と言えるのが、アフリカ最大の産油国
ナイジェリアであり、外貨稼得の9割超、政府
収入の7割近くを石油・天然ガスにたよること
から、歳入欠陥が顕著となった。2015年の選
挙で政権交代を成し遂げたブハリ大統領は、新
年度予算で110億ドルもの不足が見込まれるこ
とから、年初早々に国際通貨基金（IMF）の専
務理事と会談をもったものの、信用供与に向け
た見通しはかんばしくない。
　現今のエネルギー情勢が、北アフリカを含む
中東地域にさらなる不安定化をもたらすなら
ば、世界的な景気後退の見通しともあいまって、
アフリカ経済へのボディブローとなりかねな
い。2000年代に入ってからの経済成長により、
ようやく政治的な安定の兆しも見えてきただけ
に、予想される経済不振は成長の果実をだいな
しにしかねない。アフリカ各国政府にとっての
2016年は、経済と政治の両面において、きび
しい運営を強いられるものとなろう。

5 中東
─溶解する国家、拡散する脅威─

池田　明史（本学  学長）
　いわゆる「アラブの春」の大変動から5年を
経た2016年初頭現在、中東の混乱はとどまる
ところを知らない。シリア、リビア、イエメン
の内戦は泥沼化の一途となって収拾の展望が立
たず、すでにこの大変動以前から内戦状況に
陥っていたイラクを加えて、これら諸国では国
家的枠組みそれ自体が溶解しつつあるように見
える。しかもそこにトルコ、イラン、サウジア
ラビアといった域内の大国や、欧米・ロシアな
どの域外勢力が介入・介在して混乱に拍車をか
けている。地域大国のうち、トルコの懸念はシ
リア北部にクルド人の聖域が出現してトルコ国
内のクルド武装闘争の策源地となることであ
り、またすでに自治権を強化拡大しつつあるイ
ラク北部のクルド人が独立国家の樹立に動き出
した際の自国内への波及にほかならない。
　1979年のイスラーム革命以来、孤立してき
たイランにとって、欧米によるイラク戦争の結
果転がり込んできたイラクのシーア派政権とシ
リアのアサド政権、レバノンのヒズブッラーと
を連結しておくことは、何よりもイラン本体の
安全を担保する緩衝帯として捉えられている。
しかしその緩衝帯は、サウジアラビアから見れ
ば自分の勢力圏の北辺を脅かす存在であり、自
国西部に隣接するイエメン・フーシ派へのイラ
ンの「関与」による攪乱と並んで容認すること
のできない恫喝と認識される。かくして、三者
三様に自国の安全保障を追求して他国の内戦に
介入し、アサド政権の後見者としてシリア内戦
に武力介入したロシア、「イスラーム国」を僭
称するハイブリッドなテロ勢力の殲滅を呼号す
る米仏英など域外勢力と入り乱れたホッブス的
混沌を現出させている。昨秋のトルコ空軍によ
るロシア空軍機の撃墜事件や年初のサウジアラ
ビアの対イラン国交断絶といった事態は、こう
した構造の中で必然的に生起したと言えるかも
しれない。



7 アメリカ
中岡　望（国際社会学部  教授）

　大統領予備選挙も序盤が終わった。今回の予
備選挙は予想外の展開が見られる。民主党では、
自らを民主的社会主義者と呼ぶベニー・サン
ダース上院議員が予想外の健闘をし、本命候補
と見られていたヒラリー・クリントン候補を脅
かしている。共和党も同様で、父と兄を大統領
に持つジェブ・ブッシュ元フロリダ州知事が
早々と選挙戦からの離脱を発表した。泡沫候補
と見られていた実業家のドナルド・トランプ候
補が圧倒的なリードを維持している。
　しかし、近年の大統領選挙を見ると、これは
不思議な現象ではない。ワシントンの政界に軸
足を置き、エスタブリッシュメントである候補
者はいずれも苦戦を強いられている。むしろ「ア
ウトサイダー」と呼ばれる候補が勝利している。
たとえば、ジミー・カーター大統領はジョージ
ア州知事、ドナルド・レーガン大統領はカリフォ
ルニア州知事、ビル・クリントン大統領はアー
カンソー州知事、ブッシュ大統領はテキサス州
知事で、ワシントンの政界とは距離があった。
オバマ大統領はイリノイ州議員から上院議員に
当選したが、上院議員2年目に大統領選挙に立
候補しており、アウトサイダーに分類できるだ
ろう。今回の選挙で最終的に誰が大統領に選ば
れるのか予想できないが、アウトサイダーの候
補者が最後まで健闘するのは間違いないだろ
う。
　こうした背景には、多くのアメリカ人は、ワ
シントンは自分たちと違った特権的な世界だと
見ていることがある。特に最近のワシントンの
党派対立が激化するなかで政治は機能不全に
陥っており、国民の不満は高まっている。オバ
マ候補は「変化」を訴えて当選した。今回もサ
ンダース候補とトランプ候補はいずれも反エス
タブリッシュメントを訴えて支持を得ている。

8 ヨーロッパ
─ヨーロッパが抱える難題─

小久保　康之（国際社会学部  教授）
　2015年11月13日の金曜日。パリで発生し
た同時多発テロは全ヨーロッパを震撼させた。
同年1月に、同じくパリで風刺週刊誌のシャル
リ・エブド誌の編集部への襲撃テロが起きてか
らまだ1年を経ていなかった。イスラム国に感
化されたフランスやベルギー在住のイスラム系
移民の若者がテロの犯人であり、一部は偽装難
民として再入国したことも判明した。オランド
仏大統領は、テロ攻撃には屈しないとして、イ
スラム国への空爆を再開し、英国も同調、ドイ
ツも後方支援に回ることを決断した。しかし、
いつ終結するとも分からないイスラム国との対
立は相互憎悪の感情を増幅している。
　他方、EUには昨年1年間で100万人以上の
難民が押し寄せた。北アフリカ諸国を中心とす
る地中海からの難民に加えて、シリア情勢の悪
化による中東からの難民が急増し、トルコ、ギ
リシャを経由して、その多くがドイツに流れ込
んでいる。中・東欧諸国は、難民の受入れを次々
と拒絶し、国境にフェンスを張り巡らすなど、
国境の壁を再び高くしようとしている。ドイツ
のメルケル首相も当初こそ難民受入れに寛大な
姿勢を示していたが、国内世論の反発を前に、
慎重な対応を迫られている。
　2015年前半にEUを揺るがしたギリシャ危
機は、同国が緊縮政策を実施することと引き換
えに融資が行われて一段落したが、南欧諸国の
財政危機を巡る緊張は続いている。2016年1

月には銀行同盟の単一破綻処理基金が発足し、
ユーロ圏の金融政策は更に統合を進めることに
なったが、これからが正念場と言える。
　更に、EUからの離脱問題を抱える英国との交 

渉が控えている。キャメロン首相の要求に、EU 

側がどう対応をするか、注目が集まっている。
　これらは、EUが直面している課題の氷山の
一角でしかない。多様性の中の統合を謳ってき
たEUの「連帯」が今こそ問われている。
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From “Japan Passing” to “Japan Rushing” Patricia Sippel（国際社会学部　教授）

Almost 20 years ago, as a series of economic, social, and political problems appeared overwhelming, some 
Japanese experts used the phrase “Japan passing” to suggest that their country was no longer taken seriously 
at a global level. In recent years, however, that perception has changed. One dramatic example is the increase 
of foreign tourists to Japan. Another is the interest of global corporations, such as Apple, that are planning 
expansion in Japan. A third is Japan＇s recent prominence in the UNESCO World Heritage and Intangible 
Cultural Heritage lists. Amid such trends, “Japan passing” is being replaced by a new term, “Japan 
Rushing,” to describe the surge of global interest in Japan.

Global interest in Japan Studies is also robust. Despite widespread belief that China has overtaken 
Japan as a subject of research, focus on Japan remains strong – especially in Asia, but also in the United 
States and Europe. According to the latest Japanese government report, on May 1, 2015, there were 184,155 
students enrolled full-time in Japanese educational institutions, an increase of almost 10% over the previous 
year and 57% from 10 years earlier. Data from the United States published in 2015 show that, in 2013-14, 
Japan attracted 5,978 students from U.S. institutions, a 3% increase from the previous year; China, on the 
other hand, saw a decline of 4.5 %.1 Also in 2015, a report on the European Association for Japanese Studies 
noted: “The interest in Japan outside of Japan has never been higher than today. The number of young people 
taking Japanese language classes is still increasing, and recent years’ Japanese language proficiency 
examination results and the quality of foreign scholarship and publications have never been better or broader.”2   
It is hoped that Japanese universities can provide the variety and quality of classes in English and Japanese 
that can sustain a “rush” in Japan Studies.

日 本 研 究 情 報

回 数 日　程 題　目 講　師
第1回 6 月 2 日㈭ 「戦後アジア地域秩序とアメリカ」 今野　茂充 本学  国際社会学部  准教授
第2回 6 月 9 日㈭「アジア地域秩序と日米同盟」 今田奈帆美 笹川平和財団  研究員
第3回 6 月16日㈭「中国の台頭とアジアの国際関係」 鈴木　　隆 愛知県立大学  准教授
第4回 6 月30日㈭「尖閣諸島をめぐる国際関係」 小谷　哲男 日本国際問題研究所  主任研究員
第5回 7 月 7 日㈭「南シナ海をめぐる国際関係」 福田　　保 本学  国際社会学部  准教授

第6回 7 月21日㈭「今後のアジア秩序と日本
─日本のとるべき政策─」湯澤　　武 法政大学  教授

時間／14：50～16：20 世界の複雑な現状を分かりやすくお話しします。皆様ふるってご参加ください。
 日程はポスターでご確認ください。

1 https://www.insidehighered.com/news/2015/11/16/annual-open-doors-report-finds-increases-international-students-study-abroad
2 http://publications.nichibun.ac.jp/en/item/seni/2015-03-06/pub

テーマ：「21世紀アジアで戦争は起きるのか？」
2016年度　現代史研究所連続研究講座 コーディネーター：福田　保


